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令和６年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（12月20日実施） 

総合評価（３月21日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①多様な生徒の目標や課題に
丁寧に対応し、学習効果を
最大限に発揮できるカリキ
ュラム・マネジメントの確
立に学校全体で取り組む。 
 

②主体的・対話的で深い学び
から社会で求められる資
質・能力を育み、生涯にわ
たって学び続けることがで
きるように指導する。 

①生徒にとって効果
的な学習の支援体
制を充実させる。 

    
②生徒が興味・関心
を持って参加した
くなる授業を展開
する。 

①習熟度別授業の展開
や少人数学習、チー
ムティーチングや新
たな支援方法を検討
する。 

   
②授業研究等を活か
し、工夫をした授業
を行う。 

①昨年度よりも効果的
な支援を行うことが
できたか。 

  
②生徒が意欲的に参加
し、学びたくなるよ
うな授業が行えた
か。 

①習熟度別授業やチーム
ティーチング、多展開
授業、定通併修を行っ
た。 

  
②授業研究等を実施し、
授業改善を図った。 

①個々の生徒の特性に応
じた、より丁寧な授業
展開をしていくことが
望ましいが、今後は職
員減等で対応が今より
も難しくなるので、さ
らなる検討が必要。 

 
②今後も生徒の実態の把
握・理解に努め、授業
を工夫し続ける。 

①教員減でも習熟度別授業を
展開していることは評価でき
る。習熟度別は効果が高いと
考えられるので可能な限り実
践に努めてほしい。 
 
②定期的に授業研究を実施し
ているので生徒の学びが深ま
っている。 

①生徒にあった柔軟
な学習の支援を行う
ことができた。今後
どのように発展・拡
充することが課題と
なる。 
  
②授業研究から授業
改善を図ることがで
きた。効果的な授業
研究を継続し続ける
ことが課題となる。 

①カリキュラム編成
や時間割等の工夫や
学習支援員の活用な
ども視野に入れて、
更なる改善を検討し
ていく。 
  
②授業評価等を参考
にしながら、教員で
目線を揃えた授業改
善を行っていく。 

２ 生徒指導・支援 

①生徒活動を更に活性化さ
せ、豊かな人間性や社会性
を涵養する。 

 
②学校生活の中で、基本的な
ルールを守り、しっかりと
した判断力と規律を守る意
識を育て、自立した社会生
活が出来るよう指導する。 

①各活動において、
生徒一人ひとりに
役割を持たせ、活
躍できる場を設け
る。 

 
②組織的な教育相談
体制を確立し、生
徒一人ひとりに合
った支援の充実を
図る。 

①行事への参加率を増
やすと同時に、個々
が活躍できる場を設
け、行事の活性化に
繋げる。 

 
②個々の課題解決に向
け、引き続き組織的
な指導・支援の充実
を進めていく。 

①各活動における生徒
の活動状況の確認
と、目標達成度の調
査を実施する。 

 
②生徒の課題に対し、
適切な指導・支援を
行えたか。 

①行事は、全校生徒が
様々な形で運営に関わ
ることで参加率向上と
活性化に繋げることが
できた。部活動は、陸
上競技部とサッカー部
が全国大会へ出場する
ことができた。 

 
②生徒指導支援は、マニ
ュアルに従い組織的に
対応した。情報共有や
生徒対応は検討を継続
する。教育相談は、
様々な背景を抱える生
徒の情報を共有した上
で、ＳＣやＳＳＷ、外
部機関と連携し問題解
決に繋げることができ
た。 

① 生徒の活動が活性化
され、生徒一人ひと
りの活躍の場が増え
てきた反面、教職員
の兼務が多くなり負
担増となっている。
生徒の活躍の場を制
限せず教職員の負担
増とならない運営方
法を検討していく。 

 
②生徒指導資料やいじめ
防止等のマニュアルの
見直しを行い、現生徒
に合った生徒指導・支
援体制の方針を確立し
ていく。個々の課題解
決に向け、組織的な支
援の充実を進めてい
く。 

①少人数ながら部活動が活発
に実施されていて複数の部活
動や生徒生活体験発表大会で
全国大会に出場していること
は評価できる。 
 
②マニュアルの整合性など見
直しに着手して組織的な支援
体制の構築に向けた取り組み
を継続してほしい。 

①各委員会の活動内
容を明確にして役割
を持たせた結果、行
事の活性化に繋がっ
た。次年度も生徒の
活動を制限せず、如
何にして生徒の活動
を支援・指導してい
くかが課題となる。 
②様々な指導・支援
の基本となるマニュ
アルの見直しに取り
組むことが出来た。
これらのマニュアル
を基に、引き続き、
組織的な指導・支援
の充実を進めてい
く。 

①各行事の実績と課
題を、生徒とも共有
して次年度の行事運
営に繋げていく。 
また、部活動の活動
状況を精査し、実績
に応じた教員配置を
検討し、部活動の活
性化に繋げる。 
 
 
②定期的に教職員の
研修や情報共有会の
実施を計画し、更な
る組織的な支援を進
める。 

３ 進路指導・支援 

①幅広い進路選択に応えるこ
とができるよう、キャリア
教育の充実を図り、進路支
援体制を確立する。 
 

①進路支援体制を充
実させる。 

①外部機関との連携を
整理し、活用方法を
生徒・教員にアナウ
ンスする。 
 

①希望の進路に向かっ
て活動することがで
きたか。 
 

 

①面談時間をしっかりと
確保し、個々の生徒の
進路支援をしていくこ
とができた。  

①外部機関の連携・活用
については、ＳＳＷと
の連携も含め、ニーズ
に応えられるように、
準備をしていく。 

①外部機関との連携や活用を
通じて進路支援体制の充実を
図ってほしい。 
 
 

①専門機関との連携
が取れてきている
が、生徒側の受入れ
る姿勢が整っていな
い場面も見受けられ
るので、どのように
アプローチしていく
かが課題となる。 

①ＳＣやＳＳＷとも
連携を取り、助言を
もらいながら、生徒
の実態に合わせて対
応していく。 

４ 地域等との協働 

①地域との協働・連携による
開かれた学校づくりを目指
す。 
 

②中学校や地域への情報発信
を活性化させ、定時制の存
在意義の再認識を目指す。 
 

①学校ＷＥＢサイト
を活用し、学校行
事等での情報発信
を充実させる。 

 
②中学校をはじめと
する地域への広報
活動を充実させ
る。 

①学校ＷＥＢサイトで
の情報発信や、地域
貢献デー、文化祭な
どの学校行事を通じ
て内容を充実させ
る。 
 

②中学校等へのアプロ
ーチ、学校説明会等
の維持と充実。 

①文化祭等での来場者
の反応、ＰＴＡや学
校運営協議会員の評
価。 

 
②広報活動の活性化に
伴う職員の負担増を
少なくできたか。 
 

①学校ＷＥＢサイトは部
活動紹介欄を作るなど
充実を図った。文化祭
ではＰＴＡと連携して
ＰＲ活動を行った。ま
た広報のためにＰＴＡ
がアンケートを実施し
た。 

②説明会の内容の充実に
努めた。 

①②いずれもクラス減に
伴う職員数の減少が続
く中で今の水準を維持
できるか、難しい状況
にある。 

①②学校ＷＥＢサイトでルビ
付きの案内文を掲載している
ことは丁寧でわかりやすい。 
 
職員減ではあるが地域連携は
できる限り継続して取り組ん
でほしい。 

①②ＰＴＡとの連
携、校内関係者向け
情報提供、中学等へ
の広報活動も昨年度
同様に実施した。 
教員数減の中で今後
も継続できるかが課
題。 

①②学校説明会の簡
素化、個別の学校見
学の効率化等を検討
する必要がある。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（12月20日実施） 

総合評価（３月21日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

５ 
学校管理 
学校運営 

①社会から信用される学校づ
くりを推進し、事故・不祥
事の防止を徹底する。 
 

②教職員の働き方改革推進の
ために職場の意識改革を図
る。 

①授業や部活動、学
校行事などに職員
が注力できる環境
づくり。 

 
②業務の精選と効率
化を進める。また
職員室の整備を行
う。 

①業務量の均等化。業
務内容を複数の職員
が把握できるように
する。 

 
②効果を検証しながら
検討を続ける。職員
室については物品の
更新や廃棄を進め
る。 

①業務量の均等化や複
数の職員による業務
内容の把握が進んだ
か。事故が起きなか
ったか。 

 
②年度末に職員対象ア
ンケート調査を実
施。物品の整理が進
んだか。 

①差し迫る職員数の減少
を前に必要性は高まっ
ているが、対応は遅れ
てしまった。 

 
 
②物品の整理等を進め
た。 

①②職員が減ることによ
る多忙化は、授業の質
の低下や事故の原因と
なりうるため、今後も
検討を続ける必要があ
る。 

①生徒減、職員減で学校運営
に影響が予想されるが業務整
理や地域連携などに取り組ん
で教育活動を後退させず進め
てほしい。 

①②業務量の軽減を
図ってきたが、業務
の精選にも限界があ
る。また常勤の女子
職員が少なく、相談
が集中するなどの問
題も生じている。 

①②業務アシスタン
トの活用等も検討す
る必要がある。また
職員の男女比率の改
善が事故防止上も急
務である。 

 


